

授業名称：地理空間情報の共有・流通のためのデータ設計
ティーチングノート
（地方公共団体向け）

概要：

一般的に庁内に於けるGIS構築は、個別業務の大規模システム（対5大業務）として導入されている。その他一般の業務従事者にとって、GISはプロの物、コストが掛かるもの、自分たちとは無縁の物と考えられている。これら「統合型GIS」の導入や活用に向けた障害をどう克服するかという問題を通して、地理空間情報の共有・流通のあり方を考える。

又、後半のケーススタディでは新潟の中越沖地震の例で、住民・地方公共団体職員それぞれの立場での情報に対しての対応、平常時からの情報に対する準備等を考え業務改革に対する問題認識について考察する。
学習目標：

GIS活用に於ける情報共有・流通の重要性を理解する。
・庁内にある統合型GISの壁の認識と、それを打破する方策について実例を通して学習する。

・平常時・非常時の情報共有化について、中越沖地震のケース（罹災証明発行業務）を使ってグループディスカッション・演習を行う。 
受講対象：

地方公共団体等において、GISに関連する業務に従事している者、もしくはGISに関する基礎知識は有しており、今後、専門性を高めたい意向がある者等
(1) 地方公共団体の情報部門の人材

(2) 地方公共団体の情報部門以外に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材

(3) その他、地域行政に関連する組織に所属し、GISの活用が期待される業務に従事する人材
ティーチングノート：

【はじめに】

◆環境整備

· 班の人数：グループは４名～６名で構成する。６名を超える場合は議論が収束しないため、班を分けなければいけない。
· 構成メンバー：班を構成するメンバーの属性については、できるだけ異種・異自治体が混在するように配慮する。
· テーブルの大きさ：テーブルは、一般的な長机を２脚つなげた島として形成する。
· 座席の配置：座席は島を囲むように配置する。テーブルにつくファシリテーターは、講師に背を向けるような場所に座る。受講生の意識を高めるために、この席に受講生を座らせてはいけない。
· 島の配置：島は横並び、縦並びという一列にするのではなく、ジグザグにする、丸くするなどして、他班の椅子がぶつからないように適切なスペースを設ける必要がある。また、講師からの距離をどの班も均等になるよう配慮する。
· 参加者の誘導：後部座席に着席した受講生に対し、適宜前方の席へ誘導する。

· 質問への回答：その他、班からの質問については、講師の方から「○○という質問を受けましたが、△△としてください」というようにして、個別で答えるだけでなく、全班で共有する。
· 付箋紙：ポストイットをイエロー・ピンク（１班に各色１００枚程度）の２色。いずれも大判サイズを用意する。（発表時に受講生から見えるよう配慮する）
· ペン：ラッションペン（各人１本）
· 油性マジック：複数色が入ったもの（各班に１セット）
· 課題解決シート：A0サイズ（各班に１枚）、A3サイズ（各人に１枚）
· セロテープ（成果物をとめるため）

· 模造紙：A0サイズを１班５枚程度。ディスカッション１の模造紙は予め罫線の入ったものが望ましい。
◆ディスカッションの進め方

· 各班には１名のファシリテーターをつける。
· ファシリテーターは、作業の促進を支援するため、作業そのものや方針決定など、向かうべき先を操作することはしない。
· その他、ファシリテーターに求める要件は、一般的な要件に従うこととする。ファシリテーションの進め方については、多くの文献があるため、そちらを参照のこと。（「ファシリテーター養成講座」「ファシリテーション入門」など）

· 発表は、各班から１名リーダーを選定し、すべての参加者から見える場所に立ち、成果物を指し示しながら発表する。発表者は、発表ごとにかえること。
· ワークの成果は、主催者側の過度の負担にならない範囲で配布を推奨する。

◆全体的な時間配分

· 第１部　自治体内でのGIS活用の問題点（講義）
【２０分】

· 　　　　グループディスカッション

【８０分】

· 　　　　図面管理部門とその他の部門・まとめ
【２０分】

· 第２部：中越沖地震・罹災証明の説明

【２０分】

· 　　　　演習




【８０分】

· 　　　　課題の解決法としてのGIS

【２０分】

◆受講者の特性への対応

· 実施拠点により受講自治体のGIS導入レベル、スキル等が大きく異なる場合があるので、事前に受講者の特性を確認のうえ、説明の詳細さ等について配慮する。

· IT部門と5大部門のGISに対する理解度・認識度の差等についても留意する。

· 特に後段の演習で取り扱うデータの構成、内容、特徴等についての説明、情報提供、理解促進等に留意する。

ページ2　サブタイトル：地理空間情報の共有・流通のためのデータ設計とは

◆このページのポイント

· 本講義における地理空間情報の共有・流通のためのデータ設計とは、GISを活用する上での課題解決プロセスを学ぶことが重要であることを伝える。

　

◆説明手順

· 特になし。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ3　サブタイトル：進め方
◆このページのポイント

· 全体の授業が1つのグループディスカッションと１つのケーススタディから構成されている事の説明。

　
◆説明手順

· 特になし。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ5　サブタイトル：自治体内でのGIS活用の問題点
◆このページのポイント
· 今までの講義の中で論じられた自治体内でのGIS活用の問題点についての整理を行う。

◆説明手順

· 統合型GISと、図面管理部門とその他の部門、という切り口で自治体内でのGIS活用の問題点について誘導する。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 各グループから自治体内のGIS活用の問題点について、今までの講義から得られた課題について発言してもらう。

ページ6　サブタイトル：ケーススタディ（K市の例）
◆このページのポイント

· K市での例を説明。
· 共用空間データの整備に多くのコストを投入するものの、その利用は進んでいない。
· 原課のニーズに応えられる仕組み整備には至らない。
· 原課のニーズの把握が難しい、空間的に思考する視点に欠ける。
· システム側の問題として業者依存型になっており、システム管理・データ管理において、その都度コストが発生する体制になっている。
◆説明手順

· K市では，これまでH9年に共用空間データ（基図）の，H11年に背景データに投資をした。
· 加えて，システム開発の為に投資を行い，結果としてH21年までに10数億円規模の金を投入した。
· このGIS基盤は，水道・ガス/図面管理部門といった主要部門で使用され，精度の高い図面を必要とする部局がGISを使う部局として位置づけられていた。
· このために，GISは水道・ガス/図面管理部門のためにあり，精度の高い図面がなければGISは使えない，という虚偽の固定概念が定着していた。これは，他部局のGISへの敷居を高めていた。
· そのなか，近年，大災害を受け，外部からの支援者からGISの新しい使い道について示される。これは，GISが必ずしも図面を基本とする考え方ではなく，必要な情報を必要な精度で空間上に展開することで，様々な情報の表現が可能になることに気づいた。
· この際，必要となった図面は水道やガスの図面精度（1/500）ではなく，住宅地図（1/1500）レベルであり，それで十分に対応業務は運用された。
· データだけでなく，システム自体の使いづらさを痛感し，いかに各部局のGIS離れが平時からあったかを実感した。
· この経験から，システムに足りない要素を洗い出すと，GIS活用のボトルネックとしては、システム管理面・データ管理面の外注業者の依存が挙げられた。すなわち，各部局からの「ニーズ」が十分に把握できておらず，システムおよびデータありきで整備がなされてきたことが最大の要因であった。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ7　サブタイトル：統合型GISの壁
◆このページのポイント

　各グループから今までの講義からのまとめとして発表してもらった問題点を、コストと環境の2点の切り口からまとめる。

◆説明手順

· 災害対応の経験を踏まえ，全庁的な取り組みである災害対応時において，統合型GISにはコストがかかり過ぎる一方で，それは使えなかった。
· その背景として，「個別業務の大規模システムとして導入」「民間企業に異存」「図面管理部局が主体（高精度図面の整備）」ということがあった。
· それに対して，全庁的に取り組む場として統合型GISを位置づければ，これまでどういう認識が足りなかったかを振り返った。
· それらは「部局横断的に議論，知恵を共有する場がない」「職員が、GISが本当に便利なのかを実感できていない」「GISのスキルを磨く場がない」というGIS活用のための環境整備が求められることが明らかとなった。
· この課題は，各自治体も少なからず抱えている課題ではないだろうか。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ8　サブタイトル：図面管理部門とその他の部門
◆このページのポイント

　各自治体内のGISユーザーを図面管理部門とその他の部門といった観点から分類する。
◆説明手順

· 日本の自治体の一般的GIS利用方法としての図面管理部門（主要5部門）の説明。

· その対極としての、その他の部門の現状の説明。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ9　サブタイトル：職場でのGISの活用可能性
ページ10/11　サブタイトル：空間的情報の検討・討議

◆このページのポイント

· ここでは、各自に図面管理部門以外の部門を意識しながら、各自が担当している業務を取り上げてもらう。

· 業務を進める中で、住宅地図やその他の地図を使っているものがあれば、それを提示してもらう。

· 各自の業務のなかで、どういう地図があれば業務の効率化や、合理的な政策判断が出来るかなどを議論してもらう。

· 目的指向型で必要となるデータや機能の要件の洗い出しを行なう。そのため、データの有無や技術の有無は問わない。

· 「課題解決シート」は個人で考えるためのシートとしてＡ３サイズを各人１枚、グループディスカッションのためにＡ０サイズを各班１枚、用意する。

· 最終の発表では、Ａ０サイズでまとめたものを指し示しながら、班のリーダーから要点をかいつまんで発表する。発表時に内容が発散しないように心がける必要がある。

◆説明手順

· （演習資料1）「課題解決シート」（A3サイズ、A0サイズ双方）を配布し、作業の説明を行う。説明にあたっては、（別紙1）「グループディスカッション（職場でのGISの活用可能性）の進め方」に沿って行う。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ12　サブタイトル：データ分析について
◆このページのポイント

　皆の発表後に簡単にデータの分析手法について説明をする。

◆説明手順

· 重ね合わせからバッファまで簡単に分析手法を説明する。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ13　サブタイトル：ケーススタディ（K市の例）

◆このページのポイント

　その後の現在のK市の状況と、今後の方針を説明する。（図面管理部門以外の部門中心に業務改善の観点からのGISの積極的使用推進開始について）
◆説明手順

· K市では，結果的にこれまでの取り組みを見直すこととなった。
· 投資額に見合うだけの利活用がなされていれば問題はないのだが，全庁的に利活用される実態は見受けられなかった。
· そこで，平時からGISを活用していない部局を中心に，各部局の業務を楽にすることを目的としてGISの活用の可能性を探る取り組みを進めている。
· これには，行政職員だけの知恵だけでは難しく，地元大学のサポートを受けながら，必要に応じて支援を頂く形をとり，各部局の業務の見直しとGISの活用の可能性について議論を重ねた。
· この議論では，部局が個別に行なうのではなく，会合を設定し，一堂に会した中で，各自が考えるGIS活用の可能性を共有し，他者より違う視点からの指摘を受けながら議論を重ねている。
· その一方で，他部局はどのような情報を管理しているのか，重複している情報はあるか，どの情報の利用頻度が高いかなどが浮き出しになり，情報共有の可能性についても討議が進められることとなる。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ14　サブタイトル：図面管理部門とその他の部門
◆このページのポイント

　図面管理部門以外の部門中心に今後の自治体内でのGIS使用の方向性を示す。
◆説明手順

· 庁内にある，図面管理部門以外の部門では，平時から積極的にGISに触れないため，「GISは主要5部門の物で自分達には関係ないと考えている事が多い」。しかし，GISを「地図」として捉えると，さらに「住宅地図」として捉えると，「地図」に触れる機会は多いはずである。
· これを確認できるとおもしろい，

· 他課の情報で使えるものもおおく，共有できることで業務量が飛躍的に削減できる可能性もある。
· また，空間解析を主に扱うわけでなく，情報参照が多いことを考えると，比較的軽いシステムで対応ができ，スタートラインとしてはWEBなどでの情報共有＋GIS基盤という組み合わせで始められると考えられる。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ15/16　サブタイトル：前段のまとめ
◆このページのポイント

　P13/14の説明（K市の例）から引き出される前段の全体のまとめをP15/16に書いてある順に説明。
◆説明手順
　【15枚目】
· GISは使われているとの結果が出るとともに，それらは図面管理部門の利用が多い。
· 全庁での利用を考えれば「利用ニーズ」に「精度の問題」は少ない。
· 「精度」と「情報の確度」は異なる。
· これは情報の内容として，項目のデータ内容としての確度である。
· データを作るのも外注でなく，業務を進める中で出てくる「記録的要素」を含む内容を，データ化すれば，次に使えるデータになる。その際，各業務の中で扱っている情報に位置情報が付与されれば良いので，必ずしも企業発注する必要はない。
· 発注すべきは，データをGISデータとして変換できるような簡便な仕組みを作ってもらうことではないだろうか。
· この仕組みが出来れば，情報の確度を担保すべく，年度末に一度，情報の信頼性を考えてデータの見直しなどを行って，全庁で扱う基盤データとすれば良いと考えられる。
【16枚目】

· 自治体内の業務改善という視点からは一般業務（図面管理部門以外の部門）の中の地図に絡んだ業務（かなりの業務）の地図化が第一に考えてみて良い。
· この中で，日常の業務が効率化・高度化され，GISの活用の可能性が見えてくる。
· そのためには，自治体内のデータを共有することが出発点である。
· 同時に，データだけでなく，GIS活用する為の仕組み(組織的・人的）を統制するために，新しいデータの作成・管理・運用に関する仕組み・ルール等を業務に根ざして自らで作成することを目指す。
· これらが実現されれば，内部の効率化だけでなく，外部 (住民・企業）向けのサービス向上が実現される。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ18　サブタイトル：ケーススタディを通して学ぶべきポイント

◆このページのポイント

　後半のケーススタディで学ぶポイントを説明。

◆説明手順

· いざという時を考えて，必要な情報は利用可能な形で整備されているのかを見直す。
· 平常業務は各課が閉じた形で進むため，情報は部局ごとに個別管理されている。
· それらを統合することは，難しい。（想定外の状況）

· では，どのようにすれば統合できるのかを考える。
· これまでの統合手法（テーブル結合）では「共通となるキー」が必要であるが，それがない場合は何を根拠に結合すればよいか。
· GISを用いると，それらは改善できるのかを検討する。
· もし改善できるとすれば，GISを用いることを前提として，平時からどのように情報管理を進めておけば，実現されるかを検討する。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ19　サブタイトル：演習の目標等
◆このページのポイント

　演習の達成目標を説明し、進め方としては「り災証明」発行のケースを使う。詳細は（別紙2）「演習の進め方」にも記載されている。
◆説明手順

· 演習は，以下の内容を明らかにしながら進める。
· まずは，被災者の生活再建を支援するためのり災証明書がどうあるべきかを知ることを目指し，り災証明書は何のために存在するのか，何を証明するのか，また，行政が「証明する」ということは，どういうことかを見直す。
· り災証明書の目的を実現するためには，どういう情報を根拠に発行すればよいか。すなわち，発行時に必要な情報は何を引用することで収集できるかを整理する。
· それらの必要な情報が集められたとすると，その内容を確認し，実際にどういう手法（何をキーにして，どれとどれを結べるのか）をとれば良いかを検討する。
· 実際に，それらは出来るのかを再確認する。（各データにおいて重複がないか，キーとして確立されているかなどの確認）
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ20-24　サブタイトル：中越沖地震

◆このページのポイント

　中越沖地震の概要について説明し、当時の被害状況を写真で示す。

◆説明手順

　　【20枚目】

· 新潟県中越沖地震の発生状況，被害の状況を示す。
· これにより，事例の災害の規模がイメージできるようにする。
【21枚目】

· 柏崎駅前では停車中の電車が横転する被害が発生した。
【22枚目】

· 市内では，被害の大きいところでは家屋が多数倒壊し，被災者は住む場所を失った。
· このような被災者は，その後，長期にわたって生活再建を推し進めることが求められた。
【23枚目】

· 市民の生活基盤を支えるライフラインも被害を受け，停電や断水が発生した。また，道路も被害を受け，交通機関にも多くの支障が発生した。
· また，後ろに移っている建物は「クリーンセンター」であり，ゴミ処理場であるが，その施設の煙突が折れ，機能しなくなった。
【24枚目】

· 海岸沿いでは，大きな斜面崩落が発生した。
· この斜面崩落で，鉄道が埋まり，青海川駅が埋まった。
· 青海川駅は海に最も近い駅として，新潟県における重要な観光資源であった。
· これらも被害を受けた。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ25-30　サブタイトル：り災証明書
◆このページのポイント

· ケーススタディで使う「り災証明書」が何かを説明する。

· 罹災証明書は、その後の生活再建を進める過程で受ける様々な支援において、被害の程度を判断されるために用いる公的証明書である。
· これには「誰が被災したか」「どこで被災したか」「どの程度被災したか」を明確に記す必要がある。被災者は被災自治体に住民票を置く「住民登録者」のみならず、「被災時に被災地にいて被災した人」を含めることに留意しなければならない。
◆説明手順

【25枚目】

説明の際は，下から上へ「○○をするためには，○○をしなければならない」と説明する。
· 災害が発生すると，被災者の生活は大きく変化する。家もなくす。
· そのため，行政は様々な支援を被災者に提供する。
· これらの支援対象となる被災者を決定するための要件に「建物の被害程度」が必要となる。
· 建物の被害程度は，行政から「り災証明書」として発行されることで確定される。
· しかし，これを発行するためには，「建物被害認定調査結果のデータベース」が必要である。
· り災証明書は，ほぼすべての被災者に発行されるため，自治体の世帯数と，その世帯が所有もしくは居住する建物数の総数にたいして発行することから，データベース化しておかなければ，対応が難しい。
· その前準備として，各建物の被害を調査しなければならず，その業務として「建物被害認定調査（外観目視と再調査）」が実施される。
【26枚目】

· 25のスライドを根拠づける法制度の整理。

· 災害発生後においては、災害救助法や生活再建支援法が適用される。その中で様々な支援を被災者は受けるが、支援を受ける際の判定基準となるのが「り災証明書」で証明された建物の被害程度である。

· すなわち、いかなる被災者であっても、程度が重度か軽度かを把握するためにり災証明書の発行を受けなければならない。これが意味することは、すべての被災者に対して発行しなければならないということである。

【27枚目】

· その後の生活再建を進めるための根拠となるり災証明書は，実際，柏崎市でこのような紙として発行された。
· これらに載せる情報としては，必ず「だれが被災したか」「どこで被災したか」「どの程度被災したか」が求められる。
· この情報がなければ，次に展開される支援において受給資格があるかどうかを判断できない。
【28枚目】

· り災証明発行の状況。
· 柏崎市では，2007年8月17日から31日まで，市役所近くの市立図書館を借り，集中的に証明書の発行を行った。
· このスライドで示すように，多数の住民が会場に押し寄せる。
· 会場では，GISを搭載したＰＣを用いて，り災証明書の発行を効率的に進めた。
【29枚目】

· 「誰が，どこで，どのような被害を受けたのか」を示すり災証明書は，GISが非常に活躍した。
· とくに，ＰＣの画面を見ながら，誰なのか，どこなのか，どういう被害なのか，を確認し，被災者との合意の下で証明書が発行された。
· 被災者の合意がなければ，その後の支援業務において，被災者からの苦情対応に追われる結果を迎える。
【30枚目】

· これを実現するために，京大・新大チームにより，先進的な事例として，GISを基盤としたり災証明書発行システムが開発された。
· この仕組みは，効率的かつ効果的にり災証明書を発行し，被災者の合意を得るという目的を持つとともに，り災証明書に記載すべき情報を統合する仕組みをGISにより実現している。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ31/32　サブタイトル：何故GISか？/演習の進め方
◆このページのポイント

　第2部で、ここまで説明してきた罹災証明書発行のケースを実際に各グループで作成してみる。
【目的】

　平常時・非常時の情報共有化について、平常時からの情報の準備、住民・自治体職員のそれぞれの立場での情報への対応などの視点から考える。

【内容】

　新潟県中越沖地震を例に、地理空間情報活用の方法と課題、解決策を考える。

（配付資料：住民基本台帳、家屋課税台帳、建物被害認定調査結果、住宅地図）

◆説明手順

· 模造紙を配布した上で、進め方と（演習資料2）「データセット」の説明を行う。進め方については、（別紙2）「演習の進め方」に沿って行う。データセットの説明は以下に沿って行う。
· 資料１：家屋課税台帳（ダミー）

すべてがコード化されている。所有者番号や納税義務者番号もあるが、これは住民番号とは異なる。課税のための台帳として管理されているため、この資料にあるような形で管理されるのが実態。

· 資料２：住民基本台帳（ダミー）

住民に関する情報が管理されている。氏名を見ても、同姓同名があることに注意するGISを考えれば、現住所は使える可能性がある。

· 資料３：建物被害認定調査（ダミー）

住民基本台帳と同様に、同姓同名も存在する。また、氏名（表札）は現場で収集されるため、必ずしも住民基本台帳の氏名と一致するとは限らない。さらに調査番号は現場で新しく付与される通し番号であり、その利用可能性はない。

· 資料４：地図（住宅地図）

り災証明書を発行する自治体では、住宅地図が整備されていることを前提とする。住所が分かれば、その当該場所を同定することは可能である。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

　１．資料の配付
· 進め方に関するPPT

· データセット（紙媒体・すべて架空データ） 

· 住民基本台帳
· 固定資産税
· 建物被害認定調査結果
· 住宅地図（柏崎市） 

· 家屋家形図（柏崎市）
　　２．演習の目的の共有
· グループワークで行なうため、班に分かれる。

－　１班５名程度 

· 演習の目的 

－ 災害発生後の被災者の生活再建において基礎となる「り災証明書」を、被災者に対して確実かつ迅速に発行する。 

－ そのために必要なデータは何か、どうデータを統合すればよいかを考え、各自治体の実態と照らし合わせることで課題を明確化し、解決策を講じる。
３．実現方策の検討
· 想定
· 被災者は受付窓口に来て、申請書に必要項目（氏名・住所・電話番号）を記入する。
· この被災者に対して、申請書の記入事項を手がかりとして被災者を同定し、「被災者の氏名，世帯構成，住所，建物種別（居宅・店舗・車庫等），被災程度（全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊・無被害）」を確定する。 

· 検討すべき事項 
· 各班に配られたデータセットをどのように統合すれば良いかを考える。
· 統合された情報から被災者をどのようにして一意に同定するのかを考える。 
· 同姓同名の問題，住民登録外の被災者に関する問題，同一住所の問題，親族間同居の問題，世帯分離の問題，外国人の問題などが想定される。
· 方法 
· 各自が考えを付箋紙（黄色）に記入する。 
· 記入した付箋紙を模造紙上に広げ、構造化をおこなう。
4． 実現を妨げる障害を考える
· 検討すべき事項 
· 実現方策に対して、要件を考える。 
· 必要要件に対して、各自治体の実状（データセットの構成やデータ管理体制など）を照らし合わせ、実現方策を妨げる障害を考える。 

· 方法 
· 構造化された実現方策に対して、その実現可能性を考慮し、妨げとなる障害を付箋紙（ピンク）に記入する。 
· それらを、新たな模造紙上に広げ、障害に関する構造化を行なう。 

5． 障害を解決する方策の検討

· 検討すべき事項

· 障害に対して、平時から取り組めることや災害発生後において取り組むことを整理する。
· 平時の自治体業務の実態を考慮し、より実現可能性の高い方策を考案する。
· 空間を情報統合の場として考え、その可能性について言及する。 

· 方法 

· 構造化された障害に対して、それを解決する方策を付箋紙（水色）に記入し、障害と対となる形で並べる。 

· また、空間を利用することが有効である付箋紙をマジックで囲み、その実現可能性について討議する。 

６．発表

· 発表すべき事項 

· 人と建物、被害を結ぶための実現方策は何か 

· それらを実現するにはどういう障害を含むか 

· 障害を解決する方策は何か 

· 空間はどのように有効か 

· 方法 

· 各グループ２分の発表 

· 他グループからの質疑応答も１～２件受ける 

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ33-38　サブタイトル：り災証明書発行枚数―建物被害認定調査票の記入実態
◆このページのポイント

　人・家・被害状況の３つのデータの関連と実際について簡略説明

◆説明手順

【33枚目】

· り災証明書の発行枚数として考えるべきボリュームはいかほどか。
· 柏崎市では世帯数が33,000あり，被害認定調査を行なった結果として調査票が54,000枚あった。誰が，どの被害かを特定するために，それらを突合する必要がある。
· しかし，紙資料のまま手作業で行なうことは，非現実的である。
【34枚目】

· り災証明書に必要な情報はこのように，被災者，建物，被害認定結果である。
· しかし，被災者には住民登録を行なっている一般的な「住民」だけでなく，住民票を移さないまま住んでいる人，建物を所有しているだけの人，借家住まいで住民票を移していない人など，様々なケースがある。
· 建物についても，すべて課税対象物件とは限らず，非課税物件，課税対象外物件，さらには未課税・未登記物件もある。これらも，り災証明発行の対象となる。
【35枚目】

· すなわち，すべての対象を考えると，このスライドに示すようなＤＢ間を結合する必要が出る。
· また，色が付いている部分が，一般的に市が平常業務の中での管理対象であるため，既存の台帳では，色が付いている部分だけのデータしか管理されていない。
· すなわち，これだけに頼ることは難しく，さらにはそれらを無理矢理にでも統合することは難しいため，既存の台帳の内容は活用するものの，新しい業務のために，新しく台帳を構築することが求められると考えられた。
【36枚目】

· それらの台帳を結びつけるためには，せめてもの手がかりを探す。
· 住民基本台帳には世帯・個人コードが付与されている。
· 固定資産税（建物）については家屋コードや物件番号が付与されている。
· 被害認定調査結果には，そのための新しい番号が付与されている。
· それらを統合する必要があり，さらにはそれらを統合した結果としてり災証明が発行されれば，新しくり災証明発行番号が付与される。
【37枚目】

· それでは，それらの台帳が統合可能かを考えてみると，平常業務の中でそれらを統合して業務に活用するケースはない。
· 住民基本台帳は住民登録状況を管理し，固定資産税は課税物件のみを納税のために管理する。それらは，お互いに目的が異なるため，平時には統合する必要性がない。
· しかし，災害発生後の新しい業務をみれば，それらを統合する必要があるにもかかわらず，共通となるキーは存在しない。
· すなわち，これまでの情報統合の方法では，それらを統合することは不可能である。
【38枚目】

· さらに，補足であるが，縦も被害認定調査を実施した際に作成される「建物被害認定調査票」は，所在地や所有者名，居住者名を記入する欄が設けられているが，時間的切迫性の高い状況下では，それらが抜け漏れることがおおい。
· 現実的にそれらの情報品質を高め，必ず記入させられるかというと，それも困難である。
· 結果的に，調査後に調査員が紙地図に調査した場所を記し，その横に調査番号を記すのみであった。加えて，調査票は調査票で，別管理されるのが実態である。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ39-42　サブタイトル：データの関連付け

◆このページのポイント

　現実に起きる問題として、1つの住所に対し多数の世帯、建物、土地が存在する。

◆説明手順

【39枚目】

· 一般的なテーブル結合を行なうことを考えてみると，このスライドに示す３種類のデータを結合することになるが，それらを確実に結合できるデータ項目は存在しない。
· 住民基本台帳は住民の氏名，および現住所があるが，あくまで，住民に関することである。
· また住所は「住所表記」に基づいた表現がなされている。
· 家屋課税台帳の住所は「地番表記」に基づいた表現がなされ，氏名にかんする情報も所有者や納税義務者のみである（住民とは異なる）。
· 被害認定調査の結果も，手がかりになる情報は少なく，完全性に欠ける。
【40枚目】

· さらには，おなじ住所表記がなされていたとしても，全角半角の問題，ハイフンと「番・号」による標記など，日本の住所体系では表記方法が統一されていない。
· これは，あくまで郵便物が届くための住所として捉えられる考え方が強く，郵便を届けるというアナログ作業では問題にはならない。
· しかし，コンピュータを用いた自動結合においては，大きな障壁となる。
【41枚目】

· また，集合住宅などというケースもあり，１つの住所に複数の対象（人）が存在することがあり，どれと結合すればよいかも判断が難しい。
【42枚目】

· さらには，１つの敷地内に複数の建物（居宅・離れ屋，倉庫，車庫，土蔵など）が存在するケースもあり，それぞれに複数世帯が分かれて居住するということもあり，どの住所がどの建物，どの世帯を示すかは分からない。
· 実際に柏崎市の事例では，仮設住宅受付時に，この課題が大きく浮上したわけであるが，仮設住宅への入居を希望した1063世帯を取り上げたとしても，20%近くがこのケースに該当した。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ43-50　サブタイトル：テーブル結合だけではデータ（台帳）の関連付けを
行う事は困難　（GISが必要）

◆このページのポイント

　利用価値の高い情報は、必ずしも共通のキーを持っているとは限らない。これは平常業務の利用の中で、各種の法制度に起因し、それを変えることは非現実的である。これを解決するためにGISを使うことでデータの関連付けを実現する。
◆説明手順

【43枚目】

· タイトルの通り。
【44枚目】

· り災証明書を発行するために必要となる「誰が」「どこで」「どのような被害を」という情報は、それぞれ個別の台帳によって管理されている。

· 平常業務で利用されている台帳は、それぞれに基づく法制度が異なり、現実として結合可能な形で整備はされていない。

· 一方で建物被害認定調査結果台帳は、災害が発生した後に新しく構築される台帳である。

· 特に、住民基本台帳が管理する住民と、その住居を所有する所有者や住居の納税義務を有する納税義務者とは、必ずしも一致しない。そのため，住民基本台帳と固定資産税台帳は、そのままの形で結合することは困難である。

【45枚目】

· そこで、各台帳で管理されるデータを、住所を頼りに空間上へ展開すると、データ間の距離が測定できる。

· データ間の距離をデータ間の関係性の強さと読み替えることで、近くに位置するデータは関係が強く、遠くに位置するデータは関係が弱いと判断ができる。

· この距離の関係性によって、データ結合が可能となる。

· 一方、データを空間上に展開する場合、その精度が議論の対象となる。しかし、先述のとおり、位置関係および距離関係からデータの関係性を判断するため、完全一致する必要はなく、他の異なったデータよりも結合したいと考えるデータが近くに位置する程度の精度で十分である。

· 目的によって、そのデータの精度を考慮する必要があることを再確認する。

【46枚目】

· そこで考えるべきは，お互いの情報を文字情報だけを頼りに結合することではなく，空間的に配置することで，その関係性を明らかにすることである。
· すなわち，各情報が持つ「位置情報」を空間上に展開し，各々の重なり方を見れば，同一地物に関する情報を，違う形（違う台帳）で「文字情報」として表現されているということに気づく。
· これは，「空間的な近さ」を「（情報の）関係性の密さ」に読み替えていることである。
· それぞれの情報を，このスライドの図に示すように，お互いが必ずしも完全一致せずとも，重なり合いが発生することから，それぞれのポリゴンもしくは点データが，矢印で示すように串刺しする形をとることで，お互いの情報を空間的な観点から統合することが可能となる。
【47枚目】

· この手法を用いれば，例えば住宅地図の土地枠のようなポリゴンデータであっても，まずは点に変換し，その他も住所ポイントや地番ポイントなども点に置き換えてみる。
· それぞれの点を包み込む面（ポリゴン：例えば家枠）が存在すれば，各点はその包み込む面に関する情報を示していると読み替えられる。
· すなわち，面で包み込む点を結合することで，それぞれのデータ（点）が同一の地物（面）に関することを示していると捉えられ，情報の統合が実現される。
【48枚目】

· ここで一般的なGISでの手法「データの結合方法」について説明する。

· 一般に行う「データの結合方法」が、ここでのケーススタディでは不可能であることを

再度説明する。

【49－50枚目】

· 「データの結合方法」についての説明に、更にリレーショナルデータについて説明をする場合この2枚のPPで説明。

· 必要無ければこの2枚のPPを割愛しても良い。

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ51-54　サブタイトル：情報（問題）の可視化

◆このページのポイント

　問題を地図上に可視化する事の有用性。

◆説明手順

【51枚目】

· タイトルの通り。
【52枚目】

· また，GISを用いる利点として「情報の可視化により見えない問題を浮き彫りにする」ということがあげられる。
· このスライドでは，建物被害認定調査を行なった実際のデータを示している。
· これは表形式であり，一覧性に優れ，全体を見渡す上で効果的であるかもしれない。
· しかし，この表形式での表現では，「調査が完了したかどうか」が見えづらい。
· すなわち，調査の抜け・漏れ・落ちが見えない。
【53枚目】

· 表形式に対して，空間的な可視化をすれば，課題が見える。
· このスライドでは，調査した点を黄色で示しており，市が管理する家枠を赤線枠の面で示している。
· 赤丸部分が示すように，情報を重ね合わせ，地図で可視化することで「調査が完了していない建物」が明白となる。
【54枚目】

· さらに，航空写真があれば，「家枠」自体が「真実か虚偽か」の判断も可能となる。
· このように，GISの機能としては非常に低度であるけれども，単純な重ね合わせを行なうことで，見えない課題が表出化される。
· これは，使う機能レベルの低さに対し，効力が非常に高く，GISの仕組みを考えていく上で，高度技術に目がいきがちな状況を，一度見直す良い機会になるのではないかと考えられる。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ55-60　サブタイトル：り災証明書発行システム

◆このページのポイント

　住所・住基・判定を、GISを使ったデータの関連付けによるり災証明書発行システムの説明。

　柏崎市の実績の説明。

◆説明手順

【55枚目】

· タイトルの通り。
【56枚目】

· そこで，これまでに示した状況を鑑みて，GISの有効性を考慮し，柏崎市では，このスライドが示すGISを基盤としたり災証明発行システムが構築された。
【57枚目】

· まず，システムを設計する上で重要な「ユーザーの動き」さらには「申請者の動き」までを考えている。
· 見ず知らずの申請者が窓口に訪れてり災証明書の発行を申請することを想定すると，ユーザーである行政職員は，何かしらを手がかりに，申請者を「検索」する。
· この際の手がかりとしては，建物被害認定調査の際に発行した「調査番号」，あるいは「住所」，「住民の氏名」が考えられる。特に，住民の氏名については「住基」を参照することとしている。
· これら，手がかりとなる情報と，申請者が知っているであろう情報というものを組み合わせて，検索機能が設計されている。
· さらに機能を充実させることも可能であるが，「低スペックでたくさんの申請者に対応する」ことを考えると，状況分析を通して標準的な検索手がかりを示し，それをシステムの中に組み込む形を取っている。
【58枚目】

· 最終的に構築されたシステムを，このスライドに示している。
· ①の窓口受付の部分は，業務遂行上で必要となったものである。GISと直接的に関係性はないが，業務フローを適切に分析する上で，受付機能を設けることで，その後の業務手続き量を最大限に削減できることが明らかとなり，システム内に組み入れている。
· ②の調査票・申請者検索という部分が，GISを使うための手がかりの検索である。これは，先に示したとおり，住民基本台帳から住民（氏名）の検索，住所ポイントから住所の検索，調査票の結果の検索などが可能となっている。
· この検索部分には，裏側でGISの仕組みが動いており，先に示したGEOWRAPという空間的な近さが関係性の密さである，という概念に基づき，住民基本台帳の情報（位置情報），住所ポイント，調査票の情報（位置情報）をそれぞれにGIS上で展開し，どれかを検索して選択すれば，その点に近いもの順に，それぞれの情報をリスト化している。
· 一番近い情報が必ずしも合致すべき（結合すべき）情報であるとは限らないが，２番目，３番目などのリストの中には，結合すべき情報が該当する仕組みになっている。
· これは，GISを用いた空間検索機能が裏側の仕掛けとして動いている。
· また，それらを右側の③「場所検索・確認」画面で確認する。
· 選択された調査票データは正しいか，住所は正しいか，その建物の場所は正しいかを，申請者に見てもらい，正しいと判断されれば，それを「確定」として，最終的に情報統合を行なう。
· すべてを自動処理に任せることは混乱と精度において大きな課題を抱えるが，GIS上で展開し，近い点（情報）を結合の可能性があるとして捉え，最終的に「事実を知る人物」により確認を取って情報を確定させるという方法をとれば，最低限の労力コストで情報の統合が実現される。
· これを実現するためには，事前から住民基本台帳の情報や住所ポイントデータなどをGISデータとして整備し，必要な情報をGISデータとして取り出せる環境を整備することが必須である。
· 大きなシステムを導入するよりも，このような環境整備から進めていき，必要に応じて柔軟に対応できるような仕組みを考案していくことが，最終的に「役に立つシステム」となる。
【59枚目】

· 確認であるが，先に示したシステムを使い，柏崎市では2007年新潟県中越沖地震の際に，このスライドに示すようなり災証明書が実際に発行された。
· このり災証明書には，申請者の合意のもとで，「だれが，どこで，どのような被害を受けたのか」を明らかにし，確実に証明書として発行された。
【60枚目】

· GISを基盤としたシステムにより，新しい業務が確実に遂行できるよう継続的な支援が実現された。
· このスライドはそれを示す実績根拠である。
· り災証明書発行という，これまでに実施したことのない新しい業務に対して，今までに発行したことのない新しい証明書を２週間で14,500枚以上発行し，それらは申請者の合意を得られている。
· 平均で１日に１０００枚近く発行したという実績であるが，このような発行効率の高い仕組みはこれまでにない。
· さらに，GISを基盤とした発行システムを活用したことにより，発行結果はGISデータとして管理され，今後の様々な支援業務で効果的に活用される基盤データの構築にもつながった。
· GISは，情報統合の可能性を高めること，業務の効率化を高めることで活用されたケースであるが，これらは高度なGISの機能を利用するというわけではなく，基本的な機能を活用するとともに，現場の対応職員の動きやニーズ，さらには情報の管理状況などを適切に分析し，GISによる最適解を導き出した結果として得られた成果である。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 特になし。

◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ61　サブタイトル：本講義における演習のふりかえり

◆このページのポイント

　本講義の中で実施したグループディスカッションおよび演習の内容をふりかえり、各受講生からの意見を総括する。また、復習を通してGISの利用可能性を再確認するとともに、GISを課題解決方法として利用するまでの思考プロセスについて再確認する。
◆説明手順

· スライドに記述の通り。
◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· この時点で、グループディスカッションおよび演習の中で得られた成果を共有する。

· このふりかえりまでの間に、TAは成果をパワーポイントにまとめておく必要がある。
◆受講者への確認事項

· 特になし。

ページ62-64　サブタイトル：最後の補足・まとめ

◆このページのポイント

　最後に、例として罹災証明といった非常時でのケースを扱ってきたが、ここでは自治体内の日常業務の延長としてのGISの活用が出来る例を２－３説明して、補足・まとめとする。

◆説明手順

· P63　市内ごみステーションの状況（苦情処理…等）
· P64　K市に於けるインフルエンザ発生状況

◆補足事項（スライド未掲載のデータやファクト等）

· 自治体に於いて市民からの苦情処理、…等に於いての日常業務の延長上で、対策や計画を行うような事に対して、GIS活用することが大事である事を説明する。
◆受講者への確認事項

· 特になし。
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